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研究成果の概要（和文）：移行国モンゴルの財政制度と財政政策の適切さを評価した。モンゴル

国の財政制度は、先ず評価し、その上で他の移行国や一般途上国と比較した。その結果、平均

してみれば、モンゴルはこれら比較諸国平均のどれよりも良かった。しかし、個別評価項目で

みると、比較諸国より低い評価があり、非常に重大な問題も抱えている事が判明した。モンゴ

ル国の財政政策の評価の結果としては、2008 年に財政破綻があり、その原因が財政政策の失敗

（順循環的財政政策を採用していた）にあることが、明らかとなった。 
 
研究成果の概要（英文）：The research evaluated the public financial management (PFM) and 
the fiscal policy of Mongolia. The PFM evaluation results were compared to those of other 
transition and developing countries. On average, Mongolian PFM was found to be better 
managed than other transition and developing countries.  Its detailed evaluation, however, 
revealed that there are several serious problems such as original budget credibility. The 
evaluation of its fiscal policy revealed that there was a serious problem of pro-cyclical fiscal 
policy that resulted in the fiscal collapse in 2008. 
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１．研究開始当初の背景 
（１）国外の研究動向。途上国の開発問題は
米国 2001 年の同時多発テロ以来、再度世界
の重要問題の一つとして浮上してきた。その
結果、アフリカへの援助倍増が合意され、最
貧国への援助拡大が重要な国際アジェンダ
に上ってきた。これに加えて、援助形態を“一
般財政援助”と言う使途を特定しない援助形
態にし、途上国の自主性を育てるという考え
が、大きな流れとなってきていた。その結果、
使途を特定しない財政支援資金が、果たして
受け入れ国で有効に使われているのか、とい
う疑念が支援国側で起こってきた。 
一方で、単なる援助量の拡大では貧困・低

開発問題は解決しないということも、認識さ
れてきていた。即ち、戦後連綿と続けられて
きた途上国、特にアフリカへの開発援助活動
が本当に成果を上げてこなかったのではな
いか、という反省が 1980 年ごろから起こっ
てきた。 

これら二つの流れの結果、途上国の財政制
度と財政経営、そして財政政策が適切に為さ
れているかどうかを知ることが、最も重要で
あるという認識が生まれてきた。この問題意
識を背景として、本研究はモンゴルの財政制
度と財政経営、そして財政政策が適切に行わ
れているかどうかの評価を試みた。 
 
（２）日本の研究動向。以上のような財政問

題・財政制度の改善へ向かう国際的な動きの

結果、日本の途上国支援政策にたいして、こ

の分野への援助へ参加するようプレッシャー

がかかっている。しかし、現在の日本政府援

助機関及び開発援助研究は、今まで投資を中

心として援助・研究を行ってきた結果、財政

政策支援のノウハウを持っておらず、途上国

の財政問題の研究とその支援政策に関する蓄

積が殆ど存在しない。 もっとも世界的に見

ても、この分野は緒に就いたばかりの新しい

分野であり、それほど研究が進んでいるわけ

ではない。 

本研究は、このような途上国の公共財政問

題と財政政策の研究へ取り組む第一歩として、

ケース・スタディーとしてモンゴルを取り上

げ、その公共財政制度と公共財政政策を研究

対象とし、分析した。 
 
（３）本研究者との関係－モンゴル。本研究
者は、後で述べるように、モンゴル経済とそ
の政策に関しては日本で数少ない専門家の 1
人であり、研究成果を持ち、モンゴル経済の
研究には最適な研究者の 1 人といえる。この
ため、本研究ではモンゴルをケースとして取
り上げ、公共財政問題を研究する。更に、こ
のモンゴルの研究成果を一般化するために、
中央アジア諸国・東欧諸国・一般途上国と比

較し、それらとの共通点・相違点を明らかに
し、途上国の財政問題分析へ一般化する。こ
の作業の結果、日本の財政政策支援政策への
示唆も得られるものと期待できる。 
 
２．研究の目的 
（１）モンゴルの公共財政制度と財政経営を
客観的データにより評価し、その問題点を明
らかにし、原因を究明する。 
 
（２）上記の結果を、中央アジア移行諸国 3
カ国、東欧移行諸国 3 カ国、一般途上国 17
カ国の結果と比較し、モンゴル財政の制度・
経営・政策の改善への示唆を得る。 
 
（３）モンゴルの財政政策を客観的データに
より評価し、モンゴル財政の政策への示唆を
得る。 
 
３．研究の方法 
（１）財政制度と財政経営の評価には、公共
支出財政アカウンタビリティー(PEFA)の実
績測定枠組み（PMF）を利用した。これを使
い、モンゴル財務省の専門官と共同研究を組
み、モンゴルの制度と経営の評価を行った。
その結果を中央アジア移行諸国・東欧移行諸
国・一般途上国と比較した。 
 
（２）財政政策の評価には、国別政策制度評
価（CPIA, 世界銀行内の IDA が開発した援助
資金配分の為の評価方法）の“第 2評価基準：
財政政策”を利用した。先ず言葉で定義され
ている基準に基づき、数量計測可能な 10 項
目の統計評価指標を開発した。それら指標を
使って、モンゴルの専門家と共同研究を組み、
財政政策の評価を行った。 
 
４．研究成果 
（１）モンゴルの財政制度と財政経営の評価
と国際比較の結果。平均してみれば、モンゴ
ルはこれら比較諸国平均のどれよりも良か
った。意外にも東欧諸国よりも良い評点を示
した。しかし、個別評価項目でみると、比較
諸国より低い評価があり、非常に重大な問題
も抱えている事が判明した。個別項目を問題
の大きい順（国際比較で大きくマイナスがで
る順）に挙げれば、以下の（２）～（９）と
なる。 
 
（２）第 1には、当初予算の歳出の信頼性が
非常に低いという問題がある。即ち、支出結
果が大きく当初歳出計画を上回っており、当
初予算の信頼性がない。補正予算により、当
初予算が大きく変更されるという問題もあ
る。 
 
（３）上記と関連して、第 2の問題は、当初



 

 

予算での歳入の信頼性が低いという問題で
ある。しかも、モンゴルの問題は特殊で、
PEFA-PMF が想定している“歳入予算が過大で
ある”という通常の途上国の問題が起こって
いる。即ち、“歳入予算計画が過小であった”
という問題である。原因は明確で、銅・金な
ど資源輸出からの税収が、予算想定を超えて
増加した事が原因である。即ち、モンゴル経
済が移行国の範疇から、資源輸出国への範疇
へ移動したことを示している。 
 
（４）第 3の問題として、未徴収税額の全税
収に占める割合が非常に高く 20％にも上る
問題がある。 
 
（５）第 4の問題は、予算書は機能別予算を
含んでいるが、財政執行の会計では、機能別
予算執行の記録が取られていないという問
題である。即ち、予算と執行の分類が、同じ
分類項目で統一されていない問題がある。 
 
（６）第 5の問題は、人件費支出が適切に管
理されていない問題がある。これは、中央ア
ジア移行国とモンゴルが共通に持つ問題で
ある。特に問題は、人件費が支払われる公務
員の数が中央政府特に財務省によって把握
できない、という信じがたい問題が存在する。
信じ難いが、これは途上国一般で頻繁にみら
れる問題である。 
 
（７）第 6の問題は、納税者登録と納税検査
の不正確さにある。これも、中央アジア諸国
とモンゴルとが共通に持つ問題である。モン
ゴルでは特に、①2009 年の新しい法律によっ
て、新規企業が、税務局への登録をせずとも
事業許可を登録できるようになってしまっ
た問題、②納税検査の対象企業が機械的に決
められ、納税忌避の可能性が高い企業を重点
的に検査するということが為されていない
という問題、がある。 
 
（８）第 7の問題は、複数年度予算が未だ上
手く機能していない問題である。即ち、以下
の問題がある。①複数年度の財政全体の予測
はあるが、機能別配分の予測がない；②部門
別計画はあるが、それらが複数年の投資予測
と経常支出予測を持っていない；③投資計画
はあるが、その投資に伴う複数年での経常支
出予測を持っていない。 
 
（９）第 8の問題は、援助国から受け取る無
償援助の額が、予算書に含まれていない問題
がある。これは、援助供与国がこの情報を提
供していないという問題と思われる。即ち、
モンゴル財政制度の問題と言うよりも、援助
国の問題と思われる。 
 

（10）モンゴルの財政政策の評価結果は、唯
一つの問題を指摘した。一つだが、これがモ
ンゴル財政の最大の問題を指摘している。即
ち、財政政策が順循環的（pro-cyclical）で
あり、その結果として拡張的な財政政策が実
施されてきたという問題がある。この問題は、
既に指摘した、モンゴルが資源輸出国の範疇
に入ってきたという事実と、密接に関連して
いる。この二つの問題と事実を解決するため
には、以下の（11）～（16）のような示唆が
得られる。 
 
（11）モンゴル国財務省から提案されている
財政責任法（案、Fiscal Responsibility Law）
を 2009 年末までに成立させること。 
 
（12）金属資源からの財政収入を、それ以外
の一般財政収入と明確に区分すること。 
 
（13）安定基金（Stabilization Fund）を創
設すること。既存の開発基金（Development 
Fund）を改変して、これを作っても良い。 
 
（14）上記（12）で述べた金属資源からの財
政収入の大部分をこの安定基金に吸収し、こ
れを反循環的経済政策（counter- cyclical 
economic policy）の財源として使用する。 
 
これらに加えて、最終レポートでは以下も

提言する予定である。 
 
（15）反循環政策での経済下降時期の財政支
出増大は、主に、オランダ病で被害を受ける、
農業特に畜産部門と通常輸出部門の振興
（2009-2010 年冬のゾドに対する対策も含
む）と、金属資源以外の経済部門（中小企業
も含める）を振興するような経済的インフラ
ストラクチャー（ハードもソフトも）の整備
を中心として使用する。このことにより、イ
ンドネシアのように、経済を単純資源依存経
済（mono-culture economy）から多様化経済
（diversified economy）へ構造改革し、経
済生産性を上げる。 
 
（16）経済下降時期の財政支出の第２の目的
は、その経済下降による犠牲者・被害者に対
する、緊急生活支援と経済活動回復への支援
へ使用する。 
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